
 

 

政策会議付議事案書（令和４年１０月６日） 

提案課名 財政課     

報告者名 小山田 範人  

事案名  令和５年度（2023年度）予算の編成について 

    ○有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

 令和５年度予算を編成するに当たり、今後の財政見通しや特に重点的に取り組む

べき方向性を全庁的に共有することで、着実かつ効果的な予算とするため、次の３

点を内容とした予算編成方針を作成するものです。 

１ 本市の財政状況 

２ 予算編成に当たっての基本方針 

３ 予算要求基準等 

経
過
等 

令和４年５月 総合計画の財政推計について関係各課に照会 

〃  ８月   〃  ローリング・財政推計の取りまとめ 

〃  ９月 予算編成方針（案）の作成 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

令和５年度予算編方針を別添のとおり定めること。 

【主な内容】 

１ 本市の財政状況 

(1) 財政の現状 

(2) 令和５年度の財政見通し（一般財源ベース） 

(3) 総合計画前期基本計画期間（R3～R7）の財政見通し（一般財源ベース） 

２ 予算編成に当たっての基本方針 

(1) 新型感染症対策とアフターコロナを見据えた社会経済活動の推進 

(2) 総合計画（はだの2030プラン）の着実な推進 

(3) 行財政改革の推進 

３ 予算要求基準等 

 (1) 業務運営費（燃料費及び光熱費を除く）は、前年度予算額に対して５％削減

した額を、また、燃料費及び光熱費は、前年度予算額と同額を上限とする。 

 (2) 義務的経費、繰出金及び建設事業費等は、総合計画に係る財政推計値を上限

とする。 

 (3) 詳細については、別途「予算編成事務要領」で定めることとする。 

今
後
の
取
扱
い 

令和４年１０月１１日 予算編成事務説明会の開催 

 〃  １０月中旬  予算編成方針の公表、議会への情報提供 

〃  １２月下旬  政策部長査定の実施 

令和５年 １月中旬～ 市長査定の実施 
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１ 本市の財政状況 

(1) 財政の現状 

令和３年度は、歳入の根幹となる市税について、新型感染症の影響による

減収は、当初、想定したほどではなかったものの、前年度と比べ、約６億９

千万円の減額となりました。 

   一方で、国税収入が過去最高となったことなどにより、普通交付税や地方

消費税交付金は増額となるなど、一般財源ベースの歳入全体では、２０億６

千万円の増額となりました。 

歳出では、人件費は、令和２年度に一部職員の定年延長により増加した退

職者数の減などに伴い、約９７億４千万円（前年度比約１億４千万円、 

１．４％減）となりましたが、扶助費は、子育て世帯への臨時特別給付金や

住民税非課税世帯等への福祉臨時特別給付金の支給等に伴い、約１８４億９

千万円（前年度比約３５億３千万円、２３．６％増）、公債費は、臨時財政

対策債の元金償還額の増などに伴い、約３４億４千万円（前年度比約１億１

千万円、３．２％増）となり、義務的経費全体では、約３５億円の増額とな

りましたが、一般財源ベースでは、約３億１千万円の減額となりました。 

このような結果、令和３年度の実質収支は、約３４億４千万円と過去１０

年間で最大となり、財政調整基金については、適正残高の目安としている 

３０億円を超える額を確保することができました。 

しかしながら、少子・超高齢社会が本格化する中で、今後も、市税の減少

や社会保障費等の増加により、厳しい財政状況が続くことが見込まれます。 

   そのような状況の中にあっても、歳入確保の取組や効果的な事業の実施に

より、総合計画（はだの２０３０プラン）に掲げた取組を着実に進めるとと

もに、新型感染症や激甚化する自然災害、さらには、物価高騰への対応など、

新たな財政需要にも迅速かつ的確に対応する必要があります。 

 (2) 令和５年度の財政見通し（一般財源ベース） 

ア 歳入 

    内閣府の月例経済報告（令和４年９月）では、「景気は、緩やかに持ち

直している。」とし、先行きについては、「ウィズコロナの新たな段階へ

の移行が進められる中、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していく

ことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の

下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、

供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があ
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る。」としています。 

    こうした見通しを踏まえ、市税収入については、社会経済活動の正常化

が進んでいくことを見込み、市税全体では、約２２２億５千万円（前年度

比約１億５千万円、０．７％増）としました。 

また、普通交付税の算定においては、高齢化の進行や被生活保護者数の

増加などによる基準財政需要額の増が基準財政収入額の増を上回ることが

見込まれます。そのため、財源不足を補う普通交付税とその代替財源であ

る臨時財政対策債の合計は、前年度と比べ、約１千万円増の５６億６千万

円とし、その内訳は、普通交付税は、約３９億６千万円（前年度比約２億

８千万円、６．６％減）、臨時財政対策債の発行可能額は、約１７億円

（前年度比２億９千万円、２０．６％増）を見込んでいます。 

また、財政調整基金の繰入金を前年度と同額とした場合、歳入全体では、

約３３８億９千万円（前年度比約１億８千万円、０．５％増）の見込みと

なります。 

イ 歳出 

    扶助費は、被生活保護者数の増加等により、前年度と比べ、約１億１千

万円増額するものの、人件費は、定年の引上げに伴う退職金の減などから、

約２億３千万円の減額を見込んでいます。これらに公債費を加えた義務的

経費全体では、約１６９億９千万円（前年度比約１億４千万円、０．８％

減）を見込んでいます。 

    その一方で、社会保障分野の介護保険や後期高齢者医療の各事業特別会

計への繰出金が増となるほか、業務運営費や総合計画に基づく建設事業費

等の増加が見込まれることから、一般財源全体では、前年度と比べ、約 

１５億８千万円増の約３５２億９千万円となる見込みです。 

ウ 財源不足 

 上記の歳入及び歳出の見通しから、令和５年度は、約１４億円の財源不

足となる見込みです。また、今後のウクライナ情勢等の動向によっては、

現状の水準を超える物価高騰等による影響が生じ、さらなる財源が必要と

なる可能性があります。 

    不足する財源については、年度間の財源の不均衡を調整するための財政

調整基金の繰入れや市債の発行による対応などが考えられますが、令和６

年度及び令和７年度に多額の財源不足が見込まれることから、まずは、歳

入の確保と事業の見直しを徹底することで解消に努める必要があります。 
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○令和５年度歳入・歳出の見通し（一般財源ベース） 

※令和 4 年 10 月 1 日現在 

 

 

(3) 総合計画前期基本計画期間（R3～R7）の財政見通し（一般財源ベース） 

総合計画の前期基本計画期間（令和３年度～令和７年度）の財政見通しは、

歳入においては、少子・超高齢社会の本格化に伴う、生産年齢人口の減少な

どにより、その根幹となる市税収入は、減少傾向が続くと見込んでいます。 

   一方、歳出においては、高齢化の進行に伴い、扶助費や介護保険及び後期

高齢者医療の各事業特別会計への繰出金など、社会保障費の増加が続くと見

込んでいます。また、建設事業費等について、総合計画のローリングにおい

て新たな事業を見込んだことや事業の進捗により、令和６年度及び令和７年

度に大きく増加することが見込まれます。 

そのため、歳入の確保に最大限取り組むとともに、建設事業の平準化や経

常的経費である業務運営費の縮減により収支の均衡を図る必要があります。  

 

市税 222.5 億円 221.0 億円 1.5 億円

地方消費税交付金 33.8 億円 34.5 億円 △ 0.7 億円

地方交付税のうち普通交付税 39.6 億円 42.4 億円 △ 2.8 億円

臨時財政対策債 17.0 億円 14.1 億円 2.9 億円

財政調整基金繰入金 4.4 億円 4.4 億円 0.0 億円

その他 21.6 億円 20.7 億円 0.9 億円

338.9 億円 337.1 億円 1.8 億円

職員給与費 76.3 億円 78.6 億円 △ 2.3 億円

報酬等(会計年度任用職員) 12.0 億円 11.9 億円 0.1 億円

扶助費 47.5 億円 46.4 億円 1.1 億円

公債費 34.1 億円 34.4 億円 △ 0.3 億円

繰出金 67.0 億円 63.8 億円 3.2 億円

二市組合分担金 11.4 億円 12.0 億円 △ 0.6 億円

建設事業費等 36.2 億円 24.3 億円 11.9 億円

その他 3.6 億円 3.6 億円 0.0 億円

業務運営費 64.8 億円 62.1 億円 2.7 億円

計 352.9 億円 337.1 億円 15.8 億円

△ 14.0 億円 0.0 億円 △ 14.0 億円

歳
　
入

歳
　
　
出

歳入－歳出

区分
５年度見込 ４年度当初 増減

（Ｂ） （Ａ） （Ｂ－Ａ）
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２ 予算編成に当たっての基本方針 

以上の財政状況を踏まえ、次の３点を令和５年度予算編成に当たっての基本

方針とします。 

 

(1) 新型感染症対策とアフターコロナを見据えた社会経済活動の推進 

   新型感染症から市民の命と健康を守るとともに、物価等が高騰する状況の

中で、アフターコロナを見据え、市民の暮らしや地域経済を守り、発展させ

る施策については、最優先に予算を配分します。 

 

(2) 総合計画（はだの２０３０プラン）の着実な推進 

   総合計画（はだの２０３０プラン）リーディングプロジェクト「“住んで

みよう・住み続けよう”秦野みらいづくりプロジェクト」として位置付けら

れた施策には優先的に予算を配分します。 

特に、本年４月に新東名高速道路の本市区間が開通したこの好機を捉え、

他市には無い本市ならではの資源や魅力を最大限活用し、全国屈指の森林観

光都市の実現に向けた取組を展開する必要があります。また、加速するＤⅩ

（デジタルトランスフォーメーション）の動きを捉え、住民の利便性向上と

業務の効率化を目指すとともに、本年３月に策定した「地球温暖化対策実行

計画」に基づき、２０５０年度のゼロカーボンシティの実現に向けた取組を

進める必要があります。 

このようなことから、市域北側の「表丹沢魅力づくり構想」と市域南側の

「小田急線４駅周辺のにぎわい創造」を一体的に進める施策や、「デジタル

化」、「カーボンニュートラル」を推進する施策については、積極的に予算

を配分します。 

 

(3) 行財政改革の推進 

本市の総合計画は、財政的な裏付けをもった計画であり、行財政改革の実

施による効果額を前提としていることから、「はだの行政サービス改革基本

方針実行計画」に示す「仕事の改革」、「職員（ひと）づくりの改革」、

「担い手をつくる改革」、「公共施設の改革」、「歳入・歳出面の改革」の

５つの改革の柱の取組を着実に進めます。 

また、コロナ禍を通じた市民のニーズや生活様式等の変化を捉え、既存事

業の廃止や統廃合など、これまでの取組や仕組みをゼロベースで見直すこと

で、より効果的な事業に再構築することとします。 
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３ 予算要求基準等 

  令和５年度の各事業の所要額については、次の予算要求基準及び別に定め

る「予算編成事務要領」に従い、必要額を見積もることとします。 

 

 ＜予算要求基準＞ 

経 費 上  限 

業務運営費 

（燃料費及び光熱費を除く） 

前年度予算額に対して５％削減した額 

（部等全体の一般財源ベース） 

業務運営費 
（燃料費及び光熱費） 

前年度予算額と同額※1 

扶助費などの義務的経費 

総合計画に係る財政推計値 各特別会計への繰出金 

建設事業費等※2 

※1 高騰による影響分については、財政課において対応する。 

※2 総合計画に基づく建設事業費や新規施策とし、限られた財源を優先的・重点的な

事業に配分するため、必ず事業の優先順位付けを行うこと。 

 

 

 



 

 
 

政策会議付議事案書（令和４年１０月６日） 

提案課名 市民税課    資産税課 

報告者名 渋谷 寛   入野 義郎 

事案名 秦野市市税条例の一部を改正することについて 資料 有 

目
的
・
必
要
性 

令和３年度及び令和４年度の地方税法の一部改正に伴い、市税条例に次のとおり改

正の必要が生じたものです。（地域決定型地方税制特例措置：わがまち特例） 

１ 下水道施設の保護と下水の水質基準を満たすため、下水道の排水区域内の事業者

が設置する下水道除害施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、軽減

率の範囲が見直されたことに伴い、必要な改正を行うもの。 

２ 新型コロナウィルス感染症拡大の影響に対する税制措置として、中小企業等経営

強化法に基づき、中小事業者が取得した先端設備等に適用する固定資産税の課税標

準の特例措置が、令和４年度末に廃止されることに伴い、条例上必要な改正を行う

もの。 

 

経
過
・
検
討
結
果 

【法律の公布の経過】 

１ 令和３年３月３１日 地方税法等の一部を改正する法律公布 

  （施行日：令和５年４月１日）上記２が該当 

２ 令和４年３月３１日 地方税法等の一部を改正する法律公布 

 （施行日：令和４年４月１日）上記１が該当 

 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

秦野市市税条例の一部を、次のとおり改めること。 

１ 下水道法に規定する除害施設に係る固定資産税の課税標準の軽減措置が見直され 

たことに伴い、その特例率を４分の３から５分の４に引き上げること。 

２ 認定先端設備等導入計画に従って取得した設備等に適用する固定資産税の課税標 

準の特例率を「零」とする規定を削除すること。 

３ 移動が生じた引用条項を改めること。 

  

今
後
の
取
扱
い 

１ 令和４年１１月   令和４年１２月第４回市議会定例月会議に上程 

２ 令和４年１２月   公布の日から施行、認定先端設備は令和５年４月１日から

施行 

            税制度改正周知(広報紙、ホームページ等) 

 

議題 ２ 
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議案第  号  

 

   秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市市税条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和４年１１月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

地方税法の一部改正により、次のとおり改正するものであります。 

 (1) 下水道除害施設に係る固定資産税の課税標準について、軽減措置が見直

されたことに伴い、その特例率を引き上げること。 

 (2) 認定先端設備等導入計画に従って取得した設備等に係る固定資産税の課

税標準について、軽減措置が廃止されたことに伴い、その特例率を削除す

ること。 

 (3) 移動が生じた引用条項を改めること。 

 

資料１ 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市市税条例の一部を改正する条例 

 

秦野市市税条例（平成元年秦野市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

附則第２３項中「４分の３」を「５分の４」に改める。 

附則第２４項中「法附則第１５条第２７項第 1 号イ」を「法附則第１５条第

２６項第 1 号イ」に改める。 

附則第２５項中「法附則第１５条第２７項第 1 号ロ」を「法附則第１５条第

２６項第 1 号ロ」に改める。 

附則第２６項中「法附則第１５条第２７項第 1 号ハ」を「法附則第１５条第

２６項第 1 号ハ」に改める。 

附則第２７項中「法附則第１５条第２７項第 1 号ニ」を「法附則第１５条第

２６項第１号ニ」に改める。 

附則第２８項中「法附則第１５条第２７項第２号イ」を「法附則第１５条第

２６項第２号イ」に改める。 

附則第２９項中「法附則第１５条第２７項第２号ロ」を「法附則第１５条第

２６項第２号ロ」に改める。 

附則第３０項中「法附則第１５条第２７項第２号ハ」を「法附則第１５条第

２６項第２号ハ」に改める。 

附則第３１項中「法附則第１５条第２７項第３号イ」を「法附則第１５条第

２６項第３号イ」に改める。 

附則第３２項中「法附則第１５条第２７項第３号ロ」を「法附則第１５条第

２６項第３号ロ」に改める。 

附則第３３項中「法附則第１５条第２７項第３号ハ」を「法附則第１５条第

２６項第３号ハ」に改める。 

附則第３４項中「法附則第１５条第３０項」を「法附則第１５条第２９項」

に改める。 

附則第３５項中「法附則第１５条第３４項」を「法附則第１５条第３３項」

に改める。 

附則第３６項中「法附則第１５条第３５項」を「法附則第１５条第３４項」

に改める。 

附則第３８項を削り、附則第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から

資料２ 
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第５５項までを１項ずつ繰り上げる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第３８項を削り、附則

第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から第５５項までを１項ずつ繰

り上げる改正規定は、令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の秦野市市税条例附則第２３項の規定は、令和４年

４月１日以後に取得された除害施設に対して課する固定資産税について適用

し、同日前に取得された除害施設に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 

３ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第２条の規定による改正前

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定する先端設備

等に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第  号 秦野市市税条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

附 則 附 則 

１－２２ （略） １－２２ （略） 

２３ 法附則第１５条第２項第５号の条例で定める割合は、５分

の４とする。 

２３ 法附則第１５条第２項第５号の条例で定める割合は、４分

の３とする。 

２４ 法附則第１５条第２６項第１号イの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第２７項第１号イの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２５ 法附則第１５条第２６項第１号ロの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２５ 法附則第１５条第２７項第１号ロの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２６ 法附則第１５条第２６項第１号ハの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２６ 法附則第１５条第２７項第１号ハの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２７ 法附則第１５条第２６項第１号ニの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２７ 法附則第１５条第２７項第１号ニの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２８ 法附則第１５条第２６項第２号イの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

２８ 法附則第１５条第２７項第２号イの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

２９ 法附則第１５条第２６項第２号ロの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

２９ 法附則第１５条第２７項第２号ロの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

３０ 法附則第１５条第２６項第２号ハの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

３０ 法附則第１５条第２７項第２号ハの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

３１ 法附則第１５条第２６項第３号イの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３１ 法附則第１５条第２７項第３号イの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

資料３ 
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３２ 法附則第１５条第２６項第３号ロの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３２ 法附則第１５条第２７項第３号ロの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３３ 法附則第１５条第２６項第３号ハの条例で定める割合は、

２分の 1 とする。 

３３ 法附則第１５条第２７項第３号ハの条例で定める割合は、

２分の 1 とする。 

３４ 法附則第１５条第２９項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３４ 法附則第１５条第３０項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３５ 法附則第１５条第３３項の条例で定める割合は、３分の１

とする。 

３５ 法附則第１５条第３４項の条例で定める割合は、３分の１

とする。 

３６ 法附則第１５条第３４項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３６ 法附則第１５条第３５項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３７ （略） ３７ （略） 

 ３８ 法附則第６４条の条例で定める割合は、零とする。 

３８－５４ （略） ３９－５５ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第３８項

を削り、附則第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から

第５５項までを１項ずつ繰り上げる改正規定は、令和５年４月

１日から施行する。 
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（固定資産税に関する経過措置）  

２ この条例による改正後の秦野市市税条例附則第２３項の規定

は、令和４年４月１日以後に取得された除害施設に対して課す

る固定資産税について適用し、同日前に取得された除害施設に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 

３ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの間に取得さ

れた地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）

第２条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号）附則第６４条に規定する先端設備等に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第  号資料 

 

秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 

１ 固定資産税の地域決定型地方税特例措置（わがまち特例）の改正 

固定資産税の課税標準の特例割合を定めるわがまち特例について、次のと 

おり改正するものです。 

※ わがまち特例とは、国が一律に定めていた特例割合を法律の定める範

囲内において、地方自治体が自主的に判断し条例で決定する仕組みのこ

と。 

(1) 下水道法に規定する除害施設に係る特例の見直し（附則第２３項） 

ア 改正の概要 

    下水道法に規定する除害施設に係る軽減措置が見直されたことに伴い、 

その特例率を引き上げるものです。 

イ 対象設備及び特例率 

対象設備 
現 行 改正後 

特例率 参酌基準 特例率 参酌基準 

下水道 

除害施設 
３／４ 

3/4 を参酌し

2/3 から 5/6 の

範囲内 
４／５ 

4/5 を参酌し

7/10 から 9/10

の範囲内 

ウ 取得期間 

令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 適用対象 

令和４年４月１日以後に供用が開始された公共下水道の排水区域内の 

工場等において、公共下水道の供用が開始された日前から事業を行う者 

が設置する除害施設に限定するものです。 

(2) 先端設備等に係る特例の削除（改正前附則第３８項） 

認定先端設備等導入計画に従って中小企業が取得した先端設備等に係る 

特例率を「零」とする特例を削除するものです。 

２ 引用条項の整理 

移動が生じた引用条項を改めるものです。 

３ 施行日 

  この条例は、公布の日から施行します。ただし、附則第３８項を削り、附 

則第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から第５５項までを１項ずつ 

繰り上げる規定は、令和５年４月１日から施行します。 

資料４
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１ 概要

地方税法の規定に従い、固定資産税の課税標準の特例割合を定める
わがまち特例の改正を行うもの。

２ 役割分担 ３ わがまち特例の主な対象資産

固定資産税の地域決定型地方税特例措置（わがまち特例）
の改正

税の算出基礎となる「課税標準額」
に減額割合「特例率」を掛けるもの特例率を自治体が独自に設定するもの

資料５

国

・固定資産税の①軽減対象となる資産、
②対象資産の取得期間、③適用期間等の設定

・④参酌基準（標準とするべき特例率）の提示

各自治体

・④参酌基準を参考に課税対象となる特例率を自主
的に判断し条例で決定

特例対象資産 参酌 市率

下水道除害施設（改正事項１） 3/4 3/4

先端設備（改正事項２） 0～
1/2

0

再生可能エネルギー事業
（太陽光等）

2/3 2/3

浸水防止用設備 2/3 2/3

保育事業（家庭的保育、居宅訪
問型保育、事業所内保育）

1/2 1/3

サービス付高齢者住宅 2/3 2/3- 9 -  



１ 概要
下水道施設の保護と下水の水質基準を満たすための施設（例：PH調整槽、加圧浮上分離

装置など）の軽減措置が見直されたことに伴い、その特例率を引き上げるもの。

２ 新旧比較

３ 課税対象資産の特例率を4/5とする理由
・国の参酌基準を尊重
・県内他市の動向（19市中17市が参酌基準）
・関係課（下水道施設課、生活環境課、産業振興課）の意見（「意見なし」）
・現状対象事業者は存在しないため、参酌基準を採用

改正事項１ 下水道除害施設の特例の見直し

項目 旧 新 備考

課税対象資産
の特例率

3/4 4/5 引き上げ

参酌基準 3/4（2/3から5/6の範囲内） 4/5（7/10から9/10の範囲内） 引き上げ

資産取得
期間

H24.4.1-R4.3.31 R4.4.1-R6.3.31
（令和5年度課税より適用）

2年延長

適用対象 下水道法に規定する除害施設 旧に加え、R4.4.1以後に供用開始の公共下水道区域
で、供用開始前から当該地で事業を行っている者

縮減
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改正事項２ 先端設備等に係る特例の削除

１ 改正概要
時限立法に伴う措置の廃止に伴い、認定先端設備等導入計画に従って中小

企業が取得した「先端設備」に係る特例率を「零」とする特例を削除するも
の。

２ 制度概要

３ その他
令和5年3月31日までは附則により、「なお従前の例による」と表記し、

特例対象を継続するもの。

項目 内容

特例対象資産 中小企業等経営強化法に基づく中小事業者による認定先端設備等導入
計画に係る「先端設備」等

課税対象資産の
特例率

零（県内自治体すべて）※税負担なし

適用対象となる
資産取得期間

H30.6.6-R3.3.31
R3.4.1-R5.3.31（延長）

特例適用期間 取得翌年度から3年間
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政策会議付議事案書（令和４年１０月６日） 

提案課名 選挙管理委員会事務局 

報告者名 國廣 太清 

事案名 
 秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負担

に関する条例の一部を改正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

 公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第１７２号）が令和４年４月

６日に公布、同日施行され、選挙運動用自動車の使用並びに選挙運動用ビラ及び選挙運

動用ポスターの作成に係る公費負担の限度額が引き上げられたことに伴い、その額に準

じて、秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負担に関する条例

に規定する限度額についても所要の改正をするものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

１ 前回の改正 平成２８年１２月（公職選挙法施行令の一部改正による。） 

２ 令和４年４月６日 公職選挙法施行令の一部を改正する政令 公布・施行 

３ 県内各市（政令市を除く。）の対応状況について 

直近で市長又は議員選挙の執行がない座間市及び鎌倉市を除き、１市が６月議会で

改正済み、１２市が９月又は１２月議会での改正予定となっております。 

なお、改正する全ての市において、その内容は、政令に準じた額となっています。 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

 選挙公営に要する経費に係る限度額の単価を、政令に準じて引き上げること。 

今
後
の
取
扱
い 

１ 令和４年１１月  条例の一部改正の議案上程（施行は、公布の日から） 

２ 改正条例が適用される主な選挙  

 (1) 秦野市議会議員選挙（令和５年９月１０日任期満了） 

 (2) 秦野市長選挙（令和８年１月３０日任期満了） 
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議案第  号  

 

秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負

担に関する条例の一部を改正することについて 

 

秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負担に関する

条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

令和４年  月  日提出 

 

                      秦野市長 高 橋 昌 和  

 

提案理由 

公職選挙法施行令の一部改正に伴い、選挙運動用自動車の使用並びに選挙運

動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成に係る公費負担の限度額を引き上げる

ため、改正するものであります。 

資料１ 
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秦野市条例第  号  

 

   秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負 

担に関する条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負担に関する

条例（平成５年秦野市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第３条の表第２号中「１５，８００円」を「１６，１００円」に改め、同表

第３号中「７，３５０円」を「７，７００円」に改める。 

 第６条第１項本文中「７円５１銭」を「７円７３銭」に改める。 

 第８条第２項中「５２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、 

「３１０，５００円」を「３１６，２５０円」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日（次項において「施行日」という。）から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運

動費用の公費負担に関する条例の規定は、施行日以後にその期日を告示され

る選挙について適用し、施行日前までにその期日を告示された選挙について

は、なお従前の例による。 

資料２ 

- 3 -  



 

 

議案第  号 秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負担に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

 （公費による自動車使用の範囲）  （公費による自動車使用の範囲） 

第３条 本市は、候補者が前条の規定による届出をしたときは、

その届出に係る契約（以下「届出契約」という。）によりその 

候補者が一般運送事業者その他の者（以下「一般運送事業者等」 

という。）に支払うべき金額のうち、次の表に掲げる区分に応

じ、それぞれに定めるものを、その一般運送事業者等の請求に 

よりその一般運送事業者等に対して支払うものとする。ただし、 

法第９３条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定によりその候補者の供託物が本市に帰属す

るときは、公費負担しないものとする。 

第３条 本市は、候補者が前条の規定による届出をしたときは、

その届出に係る契約（以下「届出契約」という。）によりその 

候補者が一般運送事業者その他の者（以下「一般運送事業者等」 

という。）に支払うべき金額のうち、次の表に掲げる区分に応

じ、それぞれに定めるものを、その一般運送事業者等の請求に 

よりその一般運送事業者等に対して支払うものとする。ただし、 

法第９３条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定によりその候補者の供託物が本市に帰属す

るときは、公費負担しないものとする。 

届出契約の区分 支払う金額 

（略） 

(2) 自動車の借

入契約（以下

この表におい

て「自動車借

入契約」とい

う。） 

 

 自動車（同一の日において自動車借入

契約により２台以上の自動車が使用され

るときは、その候補者が指定するいずれ

か１台の自動車に限る。）について、自

動車として使用された各日について支払

うべき金額（その金額が１６，１００円

を超えるときは、１６，１００円）の合

届出契約の区分 支払う金額 

（略） 

(2) 自動車の借

入契約（以下

この表におい

て「自動車借

入契約」とい

う。） 

 

 自動車（同一の日において自動車借入

契約により２台以上の自動車が使用され

るときは、その候補者が指定するいずれ

か１台の自動車に限る。）について、自

動車として使用された各日について支払

うべき金額（その金額が１５，８００円

を超えるときは、１５，８００円）の合

資料３

２ 

- 4 -  



 

 

 計金額 

(3) 自動車の燃

料の供給に関

する契約 

 自動車に供給した燃料の代金（既に供

給した燃料の代金と合算して、 

７，７００円にその候補者が法第８６条

の４第１項、第２項、第５項、第６項又

は第８項の規定による届出をした日から

その選挙の期日の前日（法第１００条第 

４項の規定により投票を行わないときは、 

その理由が生じた日）までの日数（一般 

運送契約が締結されている日数を除く。） 

を乗じて得た金額を超えない部分の金額

であることについて、委員会が定めると

ころにより委員会が確認したものに限

る。) 

（略） 

  
 

 計金額 

(3) 自動車の燃

料の供給に関

する契約 

自動車に供給した燃料の代金（既に供

給した燃料の代金と合算して、 

７，３５０円にその候補者が法第８６条

の４第１項、第２項、第５項、第６項又

は第８項の規定による届出をした日から

その選挙の期日の前日（法第１００条第 

４項の規定により投票を行わないときは、 

その理由が生じた日）までの日数（一般 

運送契約が締結されている日数を除く。） 

を乗じて得た金額を超えない部分の金額

であることについて、委員会が定めると

ころにより委員会が確認したものに限

る。） 

（略） 

  
 

 （公費によるビラ作成の範囲）  （公費によるビラ作成の範囲） 

第６条 本市は、候補者が前条の規定による届出をしたときは、

その届出に係る契約によりその候補者が作成事業者に支払うべ

き金額のうち、ビラ１枚当たりの作成単価（７円７３銭を超え

るときは、７円７３銭）にそのビラの作成枚数を乗じて得た金

第６条 本市は、候補者が前条の規定による届出をしたときは、

その届出に係る契約によりその候補者が作成事業者に支払うべ

き金額のうち、ビラ１枚当たりの作成単価（７円５１銭を超え

るときは、７円５１銭）にそのビラの作成枚数を乗じて得た金
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額を、その作成事業者の請求によりその作成事業者に対して支

払うものとする。ただし、法第９３条第１項の規定によりその

候補者の供託物が本市に帰属するときは、公費負担しないもの

とする。 

額を、その作成事業者の請求によりその作成事業者に対して支

払うものとする。ただし、法第９３条第１項の規定によりその

候補者の供託物が本市に帰属するときは、公費負担しないもの

とする。 

２ （略） ２ （略） 

 （公費によるポスター作成の範囲）  （公費によるポスター作成の範囲） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項本文の場合において、ポスター１枚当たりの作成単価が、 

５４１円３１銭に秦野市の議会の議員及び長の選挙におけるポ

スター掲示場の設置に関する条例（昭和５８年秦野市条例第６ 

号）により設置するポスター掲示場（以下「掲示場」という。） 

の数を乗じて得た金額に３１６，２５０円を加えた金額を掲示

場の数で除して得た金額（１円未満の端数があるときは、その

端数は、１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超え

るときは、単価の限度額とする。 

２ 前項本文の場合において、ポスター１枚当たりの作成単価が、 

５２５円６銭に秦野市の議会の議員及び長の選挙におけるポス 

ター掲示場の設置に関する条例（昭和５８年秦野市条例第６号） 

により設置するポスター掲示場（以下「掲示場」という。）の

数を乗じて得た金額に３１０，５００円を加えた金額を掲示場

の数で除して得た金額（１円未満の端数があるときは、その端

数は、１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える

ときは、単価の限度額とする。 

３ （略） ３ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日（次項において「施行日」という。）

から施行する。 
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 （適用区分）  

２ この条例による改正後の秦野市の議会の議員及び長の選挙に

おける選挙運動費用の公費負担に関する条例の規定は、施行日

以後にその期日を告示される選挙について適用し、施行日前ま

でにその期日を告示された選挙については、なお従前の例によ

る。 

 

  

 

- 7 -  



議案第  号資料  

 

秦野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動費用の公費負

担に関する条例の一部を改正することについて（骨子） 

 

１ 条例改正の目的 

公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第１７２号）が令

和４年４月６日公布、同日施行され、選挙運動用自動車の使用並びに選挙運

動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成に係る公費負担の限度額が引き上げ

られたことに伴い、その額に準じて、秦野市の議会の議員及び長の選挙にお

ける選挙運動費用の公費負担に関する条例に規定する限度額についても所要

の改正をするものです。 

 

２ 改正の概要 

選挙運動 区分 改正単価 現行単価 備考 

自動車使用 

１日当たり 

一般運送契約 改正なし ６４,５００円 ハイヤー等 

自動車借入れ １６,１００円 １５,８００円 

一般運送契約以外 運転手の雇用 改正なし １２,５００円 

燃 料 費 ７,７００円 ７,３５０円 

ビラ作成 一枚当たり ７円７３銭 ７円５１銭 

議員選挙は 

４，０００枚、 

市長選挙は 

１６,０００枚まで 

ポスター

作成 

一枚当たり ５４１円３１銭 ５２５円６銭 市内２６９か所 

企 画 費 ３１６,２５０円 ３１０,５００円  

 

３ 前回の改正 

 (1) 時期 平成２８年１２月 

 (2) 理由 公職選挙法施行令の一部改正に伴うもの 

資料４ 
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令和４年９月
選挙管理委員会事務局作成

１　市長選挙

 (1)　選挙運動用自動車の使用の公営
　　ア　自動車借入れ（１日当たり）　最大７日 （単位：円）

単価 公費負担額 増分
改正前 15,800 110,600
改正後 16,100 112,700 2,100

　　イ　燃料費（１日当たり）　最大７日
単価 公費負担額 増分

改正前 7,350 51,450
改正後 7,700 53,900 2,450

 (2)　選挙運動用ビラの作成の公営　上限１６，０００枚
単価 公費負担額 増分

改正前 7.51 120,160
改正後 7.73 123,680 3,520

 (3)　選挙運動用ポスターの作成の公営　２６９か所
単価 公費負担額 増分

改正前 1,680 451,920
改正後 1,717 461,873 9,953

候補者１人当たり影響額（最大） 18,023

【参考】R4執行時候補者数 2人 36,046

２　市議会議員選挙

 (1)　選挙運動用自動車の使用の公営
　　ア　自動車借入れ（１日当たり）　最大７日 （単位：円）

単価 公費負担額 増分
改正前 15,800 110,600
改正後 16,100 112,700 2,100

　　イ　燃料費（１日当たり）　最大７日
単価 公費負担額 増分

改正前 7,350 51,450
改正後 7,700 53,900 2,450

 (2)　選挙運動用ビラの作成の公営　上限４，０００枚
単価 公費負担額 増分

改正前 7.51 30,040
改正後 7.73 30,920 880

 (3)　選挙運動用ポスターの作成の公営　２６９か所
単価 公費負担額 増分

改正前 1,680 451,920
改正後 1,717 461,873 9,953

候補者１人当たり影響額（最大） 15,383

【参考】R元執行時候補者数 28人 430,724

選挙運動費用の公費負担条例改正による影響額について

資料５
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政策会議付議事案書（令和４年１０月６日） 

提案課名 警防課 

報告者名 三川 敏明 

事案名 
 秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

消防団員数は全国的に減少傾向が続いていることから、本市におきましても、消防

団員の処遇改善の一環として、令和３年４月１日付けで、「秦野市消防団員の定員、

任免、給与、服務等に関する条例」の一部改正を実施し、年額報酬及び費用弁償の支

給額を見直しました。 

その後、消防庁長官から、消防団員の報酬等の基準の策定等について通知が発出さ

れ、その中で、出動報酬が創設されたことやその支給額の基準として標準額が示され

たことから、消防団員の処遇の改善に向けた必要な処置として、これまでの費用弁償

を出動報酬に改めるとともに、国が示す標準額と均衡を図るため、条例の一部を改正

するものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

１ 昭和４１年３月２５日  

「秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例」施行 

  以降、報酬について１４回及び費用弁償について、９回条例を改正する。 

２ 平成２３年１０月２８日  

消防長長官から、消防団の充実強化について、消防団員の処遇改善（報酬、費用

弁償引き上げ）に係る助言として通知が発出される。以降、処遇改善について９回

の通知が発出される。 

３ 令和３年４月１日 

  「秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例」の一部改正を実施 

年額報酬を一律６，０００円引き上げ、費用弁償として出動手当を２，６００円

から２，７００円に引き上げる。 

４ 令和３年４月１３日 

消防団員の報酬等の基準の策定等について、消防庁長官通知が発出され、費用弁

償を出動報酬に改めるとともに、年額報酬及び出動報酬の標準額が示される。 

 

議題４  
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決
定
等
を
要
す
る
事
項 

「秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例」の一部を次のとおり

改正すること。 

１ 消防団員が、水火災、警戒、訓練等の職務に従事したときに費用弁償として支給

していた出動手当を、報酬として出動報酬に改める。 

２ 出動報酬の額については、水火災又は地震等の災害（４時間以上の職務）に従事

した場合は１日につき８，０００円とし、水火災若しくは地震等の災害（４時間未

満の職務）又は警戒に従事した場合は４，０００円、訓練等に従事した場合は 

３，５００円の支給とする。 

今
後
の
取
扱
い 

 令和４年１２月 令和４年１２月市議会定例月会議に条例改正議案を提出 

 令和５年４月１日 改正条例の施行 
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議案第  号  

 

秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部 

を改正することについて 

 

秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を別紙のと

おり改正するものとする。 

 

令和４年  月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

消防団員の処遇を改善することにより、消防団員の入団を促進するとともに、

その継続的な活動の維持を図ることを目的として、これまで費用弁償として支

給していた出動手当を出動報酬に変更し、及びその額を引き上げるため、改正

するものであります。 

 資料１ 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部 

を改正する条例 

 

秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年秦野

市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第８条ただし書中「水火災その他の災害」を「災害（水火災又は地震等の災

害をいう。以下同じ。）」に改める。 

第１２条第１項を次のように改める。 

消防団員に、報酬として年額報酬及び出動報酬（災害、警戒、訓練等の職

務に従事した際の報酬をいう。以下同じ。）を支給するものとし、それぞれ

の額は、別表第１及び別表第２に定めるとおりとする。 

第１２条第２項本文を次のように改める。 

年額報酬は、毎年度末に支給し、出動報酬は、毎年度４月分から９月分ま

でを１０月末日に、１０月分から翌年３月分までを４月末日に支給する。 

第１２条第３項前段及び第４項前段中「報酬」を「年額報酬」に改める。 

第１３条中第１項を削り、第２項を第１項とし、第３項を第２項とする。 

別表第１中「報酬額（年額）」を「年額報酬の額」に改める。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第１２条関係） 

区分 出動報酬の額（１日につき） 

災害（４時間以上の職務に従事） ８，０００円 

災害（４時間未満の職務に従事）

又は警戒 
４，０００円 

訓練等 ３，５００円 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日（次項において「施行日」という。）から

施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関

資料２  
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する条例第１２条に規定する出動報酬は、施行日以後に出動した職務につい

て適用し、施行日前に出動した職務については、なお従前の例による。 
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議案第  号 秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（服務規律） （服務規律） 

第８条 消防団員は、団長の招集により出動し、職務に従事する

ものとする。ただし、招集を受けない場合であっても、あらか

じめ指定された出動区域内において災害（水火災又は地震等の

災害をいう。以下同じ。）の発生を知ったときは、直ちに出動

し、職務に従事しなければならない。 

第８条 消防団員は、団長の招集により出動し、職務に従事する

ものとする。ただし、招集を受けない場合であっても、あらか

じめ指定された出動区域内において水火災その他の災害の発生

を知ったときは、直ちに出動し、職務に従事しなければならな

い。 

（報酬） （報酬） 

第１２条 消防団員に、報酬として年額報酬及び出動報酬（災害、 

警戒、訓練等の職務に従事した際の報酬をいう。以下同じ。）

を支給するものとし、それぞれの額は、別表第１及び別表第２

に定めるとおりとする。 

第１２条 消防団員には、別表第１に定める報酬を支給する。 

２ 年額報酬は、毎年度末に支給し、出動報酬は、毎年度４月分

から９月分までを１０月末日に、１０月分から翌年３月分まで

を４月末日に支給する。ただし、市長が必要と認めるときは、

他の時期に支給することができる。 

２ 前項の報酬は、毎年度末に支給する。ただし、市長が必要と

認めるときは、他の時期に支給することができる。 

３ 新たに消防団員となった者の年額報酬は、その月分から支給

する。この場合において、その額に 1 円未満の端数が生じたと

きは、切り捨てるものとする。 

３ 新たに消防団員となった者の報酬は、その月分から支給する。 

この場合において、その額に 1 円未満の端数が生じたときは、

切り捨てるものとする。 

４ 辞職若しくは免職又は死亡により消防団員を退職したときは、 ４ 辞職若しくは免職又は死亡により消防団員を退職したときは、 
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その日が属する月までの年額報酬を支給する。この場合におい

て、その額に 1 円未満の端数が生じたときは、切り捨てるもの

とする。 

その日が属する月までの報酬を支給する。この場合において、

その額に 1 円未満の端数が生じたときは、切り捨てるものとす

る。 

５ （略） ５ （略） 

（費用弁償） （費用弁償） 

第１３条 第１３条 消防団員が水火災、警戒、訓練等の職務に従事したと

きは、費用弁償として別表第２に定める出動手当を支給する。 

消防団員が公務のために出張したときは、費用弁償として別

表第３に定める旅費を支給する。 

２ 消防団員が公務のために出張したときは、費用弁償として別

表第３に定める旅費を支給する。 

２ （略） ３ （略） 

別表第１（第１２条関係） 別表第１（第１２条関係） 

区分 年額報酬の額 

（略） 
 

区分 報酬額（年額） 

（略） 
 

別表第２（第１２条関係） 別表第２（第１３条関係） 

区分 出動報酬の額（１日につき） 

災害（４時間以上の職務に

従事） 
８，０００円 

災害（４時間未満の職務に

従事）又は警戒 
４，０００円 

訓練等 ３，５００円 
 

区分 出動手当額（１回につき） 

水火災その他の災害 ２，７００円 

警戒、訓練等 ２，６００円 
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附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日（次項において「施行日」と

いう。）から施行する。 

 

（適用区分）  

２ この条例による改正後の秦野市消防団員の定員、任免、給与、 

服務等に関する条例第１２条に規定する出動報酬は、施行日以

後に出動した職務について適用し、施行日前に出動した職務に

ついては、なお従前の例による。 
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議案第  号資料  

 

   秦野市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部 

を改正することについて 

 

１ 条例改正の背景 

消防団員数は全国的に減少傾向が続いていることから、本市におきまして

も、消防団員の処遇改善の一環として、令和３年４月１日付けで、秦野市消

防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正を実施し、年額

報酬及び費用弁償の支給額を見直しました。 

その後、消防庁長官から、消防団員の報酬等の基準の策定等について通知

が発出され、その中で、出動報酬の創設やその支給額の基準の策定など、消

防団員の処遇の改善に向け今後必要な処置が示されたことから、これまで費

用弁償として支給していた出動手当を出動報酬に変更するとともに、国が示

す標準額と均衡を図るため、条例の一部を改正するものです。 

 

２ 条例改正の概要 

 (1) 出動報酬の創設 

消防団員が、水火災、警戒、訓練等の職務に従事した際に、費用弁償と

して支給していた出動手当を出動報酬に変更し、報酬として支給します。 

（現行） 

08（消防費）01（消防費）02（非常備消防費） 

002（火災出動等費用弁償）09（旅費） 

 

（改正） 

 

 

 

 (2) 出動報酬額 

総務省消防庁から示された支給基準額を踏まえ、また、近隣市町村の状

況等を考慮して、災害時等の出動報酬の額を１日につき、災害（水火災又

は地震等の災害をいう。以下同じ。）（４時間以上の職務）に従事した場

合は８，０００円、災害(４時間未満の職務)又は警戒に従事した場合は 

08（消防費）01（消防費）02（非常備消防費） 

001（団員報酬）01（報酬） 内に出動報酬を創設する。 
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４，０００円、訓練等に従事した場合は３，５００円の支給とします。 

 

（現行） 

区分 出動手当額（１回につき） 

水火災その他の災害 ２，７００円 

警戒、訓練等 ２，６００円 

 

 

（改正） 

区分 出動報酬の額（１日につき） 

災害（４時間以上の職務に従事） ８，０００円 

災害（４時間未満の職務に従事）又は

警戒 
４，０００円 

訓練等 ３，５００円 

 

※ 年額報酬（団員階級４２，５００円）につきましては、国が示す標準

額（団員階級３６，５００円）以上であるため、現行のままとします。 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日から施行します。 
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